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◆研修会特集◆
診療ガイドライン作成のための文献検索：
図書館員の役割と必要な知識
河 合 富 士 美
抄録：診療ガイドラインは現在多くの学会が学会主導で改訂や新規作成に取り組んでいる。
そうした中、図書館員に文献検索を依頼したいという需要が大変増えている。本稿では診
療ガイドラインの作成方法、作成における図書館員の役割と必要な知識、実際の活動につ
き報告する。診療ガイドライン作成の文献検索を図書館員が担当することで社会的にも認
知され，医学図書館員の専門性の向上につながると考える。
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Ⅰ．はじめに
日本で Evidence-Based Medicine:EBM に
基づく診療ガイドラインの作成が開始されて
からおよそ 10 年が過ぎた。当初は厚生労働
省科学研究として作成された診療ガイドライ
ンは、現在多くの学会が学会主導で改訂や新
規作成に取り組んでいる。そうした中、図書
館員に文献検索を依頼したいという需要が増
えており、特定非営利活動法人日本医学図書
館協会（以下，JMLA）ではワーキンググルー
プを作り事業として取り組んでいる。その経
験から診療ガイドライン作成における図書館
員の役割および必要とされる知識につき報告
する。
Ⅱ．EBM と診療ガイドライン
１. 日本における診療ガイドラインの作成の
　取り組み
診療ガイドライン（clinical practice guideline）
とは、「医療者と患者が特定の臨床状況で適
切な決断を下せるよう支援する目的で、体系
的な方法に則って作成された文書」であると
定義される 1)。教科書的な構成の診療ガイド
ラインも見かけるが「特定の臨床状況」、つ
まりクリニカル・クエスチョンで表される状
況を想定して作られるのが本来の診療ガイド
ラインである。作成されたガイドラインは
雑誌論文、特集号や別冊、単行書、報告書、
Web など様々な形態で提供されている。こ
れまでの歴史的な流れは以下の通りである。
● 1996 年～ 1997 年：
　厚生労働省ではじめて EBM という考え方
や手順の海外での普及状況が紹介された
● 1998 年～ 99 年：
　EBM を普及させる手段として教育ワーク
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ショップの開催と診療ガイドライン作成に
研究助成を行うことが決定された
● 2001 年：
　診療ガイドラインを日本医療機能評価機
構によってインターネットで公開するこ
とが決定された。（医療情報サービス事業
Minds）
● 2011 年：
　Minds が厚生労働省委託事業：EBM( 根拠
に基づく医療 ) 普及推進事業となる
これまで日本でどれだけのガイドラインが
作成されたか正確な報告は無いが､ 東邦大学
や日本医科大学のホームページには詳細なリ
ストが公開されており参考になる。
２．診療ガイドラインの作成方法
ガイドライン作成のための文献検索を行う
には､ まず「どのように診療ガイドラインが
作られていくのか」を理解しておくことが重
要である。現在多くのガイドラインは福井ら
が作成した「Minds 診療ガイドライン作成の
手引き 2007」1)を参照して作成されている。
そこに掲載されている作成手順のフロー
チャートを図 1 に示す。
図１　診療ガイドライン作成手順
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大きな流れとしては､ 委員会の設置→ガ
イドライン利用者の設定（専門医・一般医・
患者など）→ Clinical Question:CQ の作成
→文献検索→文献の選定→アブストラクト・
フォームの作成→エビデンスレベルの決定
→解説文の作成→推奨の決定となる。本文が
できると評価委員会へ諮り､ その後パブリッ
ク・コメントを募集してようやく完成に至る。
我々が関わるのはこの中の文献検索に関する
部分だけであるが、この文献検索結果を基に
ガイドラインが作成されていくので大変重要
で責任の重い仕事である。
３．EBM の基本知識
診療ガイドラインは EBM に基づいた手
法で作成される。従って EBM についての
基本的な知識がないと「どのような文献
が求められているのか」理解が難しい。中
でも研究タイプについての知識は必須であ
る。特に Meta-Analysis(Systematic Review)、
Randomized Controlled Trial、Cohort Study、
Case-Control Study についてはどのような研
究方法であるか理解するとともに実際の文献
を読み分けられる力をつけることが望まし
い。
４．Clinical Question
Clinical  Quest ion はできるだけ PICO
（PECO）の形式（図 2） 2)とし、Yes/No で答
えられるもの、何が？や、どちらが？で答え
られるものが望ましいとされる。また、その
カテゴリーによりターゲットとなる代表的な
研究方法がある（図 3） 3)。
図 2　Clinical Question の形式
図 3　Clinical Question のカテゴリーと代表的な研究方法
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Ⅲ．文献検索と図書館員
さて、インターネットで誰でも簡単に文献
検索ができる現在、なぜ図書館員が検索を担
当するのか、よく聞かれる疑問である。
診療ガイドラインの作成にあたっては、根
拠となる文献を漏れなく調べることが求めら
れている。更に、十分な文献検索を行った
かどうか第三者が検証できるよう検索式の掲
載も必要となる。また、文献検索に図書館員
が関わることによりガイドライン作成者と図
書館員が共同で双方の視点から検索式を作成
し、文献を収集したということで客観性が高
まり、より包括的な検索を行ったという高い
評価を得ることができる。
一例を挙げると North American Spine 
Society:NASS の Evidence-Based Clinical 
Guidelines for Multidisciplinary Spine Care に
は文献検索方法として以下の記述がある4)。
「NASS では経験豊かな NASS 会員と医学
図書館員が同一の文献検索を行ってその結果
を比較した。この実験結果を検討し、それぞ
れの文献検索で使用した手法を吟味した後、
NASS の研究員は、当学会内で今後文献検索
を行う際に最も包括的な結果が常時かつ確実
に得られるようなプロトコルの作成を提案し
た。これにより、(1) 適切な文献の詳細なレ
ビューに基づいて NASS の推奨事項を策定
することが可能となる、(2) 画一的かつ包括
的な文献検索に基づいて NASS の推奨事項
を策定することが実質的に可能となる、(3) 
現存する中で最も優れた研究エビデンスを
NASS の推奨事項に反映させることが可能と
なる。」
実際にはなかなかここまで検索式について
図書館員と作成委員が討議する機会はめった
に持てないが、将来の目標とすべきであろう。
また、こうしたディスカッションをするため
には当然図書館員は検索に精通し、主題につ
いても学習し理解することが求められる。
Ⅳ .JMLA の取り組み
JMLA では 2008 年度より診療ガイドライ
ンワーキンググループを設置し､ 受託事業と
して文献検索を行っている。その経緯や組織、
活動の概要については2009年に「医学図書館」
に詳しく報告したので参照いただきたい5)。
本事業の学会からの受託件数は順調に増
えており､ 2008 年度は 5 件、2009 年度は９
件、そして 2010 年度は 21 件と倍増してい
る。ガイドラインは通常完成まで 2 ～ 3 年
かかるので実際は前年度、前々年度の分まで
抱えて進行している状況である。こうした
中、委員の育成と教育，提供する検索の質の
確保は重要な問題である。JMLA では 2009
年度より医学図書館研究会・継続教育コース
に文献検索（中級）を設け、更に「文献検索
講習会 - 上級－診療ガイドライン作成のため
の PubMed 検索を学ぶ－」を開催している。
特に上級コースでは､ 実際の CQ をもとにグ
ループワークで検索式を討議する実践的な内
容となっている（表 1）。
今後も研修会を続けるとともに､ より詳細
な検索マニュアルを作成し､ 学習および検索
方法の標準化に役立てたいと考えている。
Ⅴ．今後の展望 
日本形成外科学会では 2009 年よりガイド
ライン作成に取り組んでいる。現在 23 件の
ガイドラインを全国の形成外科医に振り分け
順次作成している。学会のホームページには
詳細なガイドライン作成の手引きが掲載され
ており､ 作成委員から質問・相談があった際
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も､ その手引きを根拠として回答している6)。
作成には臨床医・開業医なども多数参加して
おり､ この姿勢は今後の図書館員の活動にも
見習うべきものがある。ガイドラインに関わ
る文献検索は､ 一部のベテラン司書の特殊技
能ではなく､ 医学図書館員が備えるべき基本
技能となることが望まれる。それによりガイ
ドライン作成には図書館員の参加が欠かせな
いといった社会的認知となり､ ひいては医学
図書館員という職種の専門性の向上にも繋が
ると考える。
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表 1　2010 年度文献検索講習会上級プログラム
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